
第
百
十
三
条
第
一
項
第
一

号
及
び
第
五
項
第
二
号

（
引
継
対
象
外
未
処
理
欠

損
金
額
の
計
算
に
係
る
特

例
）

第
八
十
条

第
百
四
十
四
条
の
十
三

設
立
の
日
（
恒
久
的
施
設
を
有
す
る
外
国
法
人

に
あ
つ
て
は
恒
久
的
施
設
を
有
す
る
こ
と
と
な

つ
た
日
と
し
、
外
国
法
人

場
合
（
恒
久
的
施
設
を
有
す
る
外
国
法
人
に
あ

つ
て
は
、
第
四
号
に
掲
げ
る
法
人
に
該
当
す
る

場
合
を
除
く
。）に
は
当
該
各
号

合
併
法
人
（
恒
久
的
施
設
を
有
す
る
外
国
法
人

に
あ
つ
て
は
、
そ
の
合
併
に
よ
り
被
合
併
法
人

で
あ
る
他
の
外
国
法
人
の
恒
久
的
施
設
に
係
る

事
業
の
移
転
を
受
け
、
か
つ
、
当
該
事
業
を
引

き
続
き
行
う
も
の
に
限
る
。）
当
該

設
立
の
日
（
そ
の
合
併
の
直
前
又
は
直
後
に
恒

久
的
施
設
を
有
す
る
外
国
法
人
で
あ
る
合
併
法

人
に
あ
つ
て
は
、
当
該
合
併
法
人
と
そ
の
合
併

に
係
る
被
合
併
法
人
で
あ
る
他
の
外
国
法
人
の

恒
久
的
施
設
を
有
す
る
こ
と
と
な
つ
た
日
）

分
割
承
継
法
人
（
恒
久
的
施
設
を
有
す
る
外
国

法
人
に
あ
つ
て
は
、

で
あ
る
他
の
外
国
法
人
の
恒
久
的
施
設
に
係
る

設
立
の
日
（
そ
の
分
割
の
直
前
又
は
直
後
に
恒

久
的
施
設
を
有
す
る
外
国
法
人
で
あ
る
分
割
承

継
法
人
に
あ
つ
て
は
、
当
該
分
割
承
継
法
人
と

そ
の
分
割
に
係
る
分
割
法
人
で
あ
る
他
の
外
国

法
人
の
恒
久
的
施
設
を
有
す
る
こ
と
と
な
つ
た

日
）

被
現
物
出
資
法
人
（
恒
久
的
施
設
を
有
す
る
外

国
法
人
に
あ
つ
て
は
、

で
あ
る
他
の
外
国
法
人
の
恒
久
的
施
設
に
係
る

設
立
の
日
（
そ
の
現
物
出
資
の
直
前
又
は
直
後

に
恒
久
的
施
設
を
有
す
る
外
国
法
人
で
あ
る
被

現
物
出
資
法
人
に
あ
つ
て
は
、
当
該
被
現
物
出

資
法
人
と
そ
の
現
物
出
資
に
係
る
現
物
出
資
法

人
で
あ
る
他
の
外
国
法
人
の
恒
久
的
施
設
を
有

す
る
こ
と
と
な
つ
た
日
）

第
百
四
十
四
条
の
十
三

」
に
、 「

第
百
十
六
条
の
二
第
一
項

（
被
合
併
法
人
等
の
未
処

理
災
害
損
失
欠
損
金
額
の

引
継
ぎ
）

当
該
事
業
年
度
後
の

基
因
し
て
同
条
第
二

直
前
適
格
合
併
等
事

事
業
年
度

各
事
業
年
度

項業
年
度
後
の
各

当
該
事
業
年
度
後
の
各
事
業
年
度
（
法
第
百
四

十
四
条
の
六
第
一
項
た
だ
し
書
（
確
定
申
告
）

の
規
定
に
よ
り
確
定
申
告
書
の
提
出
を
要
し
な

い
こ
と
と
さ
れ
る
事
業
年
度
を
除
く
。）

基
因
し
て
法
第
五
十
八
条
第
二
項

直
前
適
格
合
併
等
事
業
年
度
後
の
各
事
業
年
度

（
法
第
百
四
十
四
条
の
六
第
一
項
た
だ
し
書
の

規
定
に
よ
り
確
定
申
告
書
の
提
出
を
要
し
な
い

こ
と
と
さ
れ
る
事
業
年
度
を
除
く
。）

」 を 「
第
百
十
六
条
の
二
第
一
項

（
被
合
併
法
人
等
の
未
処

理
災
害
損
失
欠
損
金
額
の

引
継
ぎ
）

当
該
事
業
年

基
因
し
て
同

直
前
適
格
合

事
業
年
度

第
百
十
六
条
の
二
第
六
項

設
立
の
日

場
合
に
は
当

度
後
の
各
事
業
年
度

当
該
事
業
年
度
後
の
各
事
業
年
度
（
法
第
百
四

十
四
条
の
六
第
一
項
た
だ
し
書
（
確
定
申
告
）

の
規
定
に
よ
り
確
定
申
告
書
の
提
出
を
要
し
な

い
こ
と
と
さ
れ
る
事
業
年
度
を
除
く
。）

条
第
二
項

基
因
し
て
法
第
五
十
八
条
第
二
項

併
等
事
業
年
度
後
の
各

直
前
適
格
合
併
等
事
業
年
度
後
の
各
事
業
年
度

（
法
第
百
四
十
四
条
の
六
第
一
項
た
だ
し
書
の

規
定
に
よ
り
確
定
申
告
書
の
提
出
を
要
し
な
い

こ
と
と
さ
れ
る
事
業
年
度
を
除
く
。）

（
当
該
内
国
法
人

設
立
の
日
（
恒
久
的
施
設
を
有
す
る
外
国
法
人

に
あ
つ
て
は
恒
久
的
施
設
を
有
す
る
こ
と
と
な

つ
た
日
と
し
、
外
国
法
人

該
各
号

場
合
（
恒
久
的
施
設
を
有
す
る
外
国
法
人
に
あ

つ
て
は
、
同
項
第
四
号
に
掲
げ
る
法
人
に
該
当

す
る
場
合
を
除
く
。）に
は
当
該
各
号

」
に
、 「

第
百
二
十
一
条
の
五
第
一

項
（
繰
り
延
べ
た
デ
リ
バ

テ
ィ
ブ
取
引
等
の
決
済
損

益
額
の
計
上
時
期
等
）

前

日
と
す
る

前
日
と
し
、
恒
久
的
施
設
を
有
す
る
外
国
法
人

が
当
該
資
産
若
し
く
は
負
債
の
譲
渡
若
し
く
は

消
滅
又
は
当
該
受
払
予
定
金
銭
の
受
取
若
し
く

は
支
払
の
前
に
恒
久
的
施
設
を
有
し
な
い
こ
と

と
な
る
場
合
（
同
条
第
三
項
に
規
定
す
る
政
令

で
定
め
る
事
由
に
よ
り
恒
久
的
施
設
を
有
し
な

い
こ
と
と
な
る
場
合
を
除
く
。）に
あ
つ
て
は
そ

の
有
し
な
い
こ
と
と
な
る
日
と
す
る

」
を

「
第
百
二
十
一
条
の
三

第
三
項
（
オ
プ
シ
ョ

引
を
行
つ
た
場
合
の

ヘ
ッ
ジ
処
理
に
お
け

効
性
判
定
方
法
等
）

第
百
二
十
一
条
の
五

項
（
繰
り
延
べ
た
デ

テ
ィ
ブ
取
引
等
の
決

益
額
の
計
上
時
期

第
百
二
十
一
条
の
九

第
二
項
（
オ
プ
シ
ョ

引
を
行
つ
た
場
合
の

ヘ
ッ
ジ
処
理
に
お
け

効
性
判
定
方
法
等
）

平成年月日 火曜日 (号外特第号)官 報
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